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【要約】 

■ 2017 年の世界経済は、政治的・地政学的リスクの高まりはあるものの、先進国から新興国に至

るまで総じて好調な成長を維持している。日本経済についても、堅調な個人消費と設備投資

による内需回復と、好調な輸出に支えられ、潜在成長率を上回る成長を続けている。2018 年

は、世界経済、日本経済ともに同様のトレンドが続く見通しである。 

■ 2022年までの中長期で見ても、世界経済は概ね好調さを維持する見込みである。日本経済に

ついては、堅調な設備投資や公共投資の拡大が内需を下支えする構図が予想され、輸出も、

足下からは低下するものの、継続的にプラスの伸び率を維持すると見られることから、多くの産

業で日本企業の内外の需要は緩やかな伸びを維持すると想定される。しかしながら、グローバ

ル競争環境の激化と競争軸の多様化により、日本企業のグローバルプレゼンス向上は多くの

産業で困難となる懸念が大きくなっている。 

■ 日本企業が長期に亘って持続的な成長を継続し、日本産業の活力を維持するためには、グロ

ーバルプレゼンスを高めることが求められ、そのための打ち手は①事業ポートフォリオの選択と

集中、②デジタルイノベーションに対応したビジネスモデルの転換、③海外成長市場の取り込

み、の 3つに概ね集約されると考える。日本企業は、自社が優位性を発揮できる得意分野を再

定義して集中的にリソースを投下し、デジタルイノベーションを最大限に活用したビジネスモデ

ルへの転換による新たな付加価値創出に取り組むことで、成長市場である中国・ASEAN を中

心とする海外需要の取り込みを強化することが求められる。 

I. 内外需要動向 

1.  グローバル需要見通し  

2017 年の世界経済は、欧米先進国の経済が底堅く推移していることに加え、

新興国についても、中国の成長率鈍化が一服し、インド・ASEAN といったア

ジア諸国の高成長が持続するなど、総じて好調さを保っている。その一方で、

米国トランプ政権の保護主義的主張、EU における極右の勢力拡大と Brexit

交渉の停滞、中東や東アジア情勢の緊迫など、政治的・地政学的リスクの高

まりに伴う不確実性は増大したが、実体経済への波及は限定的である。2018

年は、中国経済の成長がやや鈍化すると見られるものの、欧米先進国やイン

ド・ASEAN の好調が続き、前年をやや上回る成長率を維持する見通しである。 

2022 年までの向こう 5 年間においても、世界経済は概ね好調さを維持する見

通しである。地域別に見ると、潜在成長率を超える高成長を維持してきた米国

や、生産年齢人口が減少に転じるユーロ圏は、成長率の鈍化が予想される。

また、中国についても、世界の政治・経済に及ぼす影響力は今後ますます増

大すると考えられる一方、潜在成長率の低下から中長期の成長率鈍化は避

け難いものと見込まれる。他方、生産年齢人口の増加が続くインドや ASEAN

諸国などは堅調な成長を続けると見られるため、世界経済全体の成長率はほ

ぼ横ばいで推移するものと予想される。 
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産業別のグローバル需要を見ると、人件費上昇や生産年齢人口減少に伴う

製造業の自動化ニーズの急速な高まりから、産業用ロボットが急拡大を遂げ

ており、中長期的に、最大市場の中国のみならず欧米先進国でも引き続き高

い伸びが見込まれている（【図表 1-1】）。また、生産性の向上、新規需要創出、

革新的なビジネスモデルの構築などを目指すデジタルイノベーションの動き

が、先進国・新興国を問わず全世界規模、あらゆる業界で加速しており、その

根幹を成す IoT・ビッグデータ・AI などの先端テクノロジーの研究開発・実装

に向けた投資が急増しつつある。こうしたトレンドは、直接的な恩恵を受ける情

報サービスの中長期的な伸び率を押し上げる他、主要電子部品・通信の需要

を底上げするだろう。 

更に、医薬品・医療機器などのヘルスケア産業でも伸び率の上昇が見込まれ

る。その背景としては、中国や ASEAN 等アジア諸国において、急速な高齢

化、中間層の医療ニーズの高まり、皆保険などの制度整備に伴う医療費の大

幅増加が見込まれている点が挙げられる。医薬品については、世界最大市場

の米国におけるスペシャリティ領域薬の伸長も市場拡大をけん引すると見られ

る。また、中国やASEANでは所得の向上、都市化進展、人口増加により食の

需要も拡大しており、加えて欧米先進国においても健康志向の高まりや単身

世帯の増加などが新たな食の需要を生むと見られるため、加工食品の需要伸

長も期待されよう。 

他方、中国経済がその存在感を増していく中で、グローバル需要の動向が中

国に大きく左右される産業も目立つ。小売は、引き続き需要の拡大が続くもの

の、中国の経済成長率の鈍化とともに、その伸び率は高水準ながらやや低下

を余儀なくされるであろう。また、中国で石炭火力発電所の新設が 2018 年ま

で原則禁止されたことなどが影響し、重電の需要は向こう 5 年間縮小が見込

まれる。加えて、鉄鋼も、中国において設備投資の中身が産業機械・ロボット・

ソフトウェアなどへシフトしていることなどが影響し、需要の伸び率は低下する

見通しである。反面、工作機械は、スマートフォンやタブレットのモデルチェン

ジのタイミングに最大市場の中国向け受注が集中するため、ボラティリティが

高い構造となっているが、向こう 5 年間は高い省人化ニーズや堅調な自動車

向け需要を取り込むことで、伸び率はプラスになると期待される。また、主要エ

レクトロニクス製品は、中国のスマートフォン需要が、普及は一巡したものの、

高機能製品へのシフトなどによる単価上昇によって拡大を続け、引き続き需

要のけん引役になると見られるため、伸び率はプラスに転じる見込みである。 

構造的に需要の大きな伸びが見込みづらい産業もある。自動車は、最大市場

の中国において経済成長率の鈍化と自動車普及抑制の強化が進み、米国に

おいても自動車保有率が過去最高水準に達しているなど、市場の拡大は緩

やかになるだろう。また、化学については、世界の一人当たり GDP の増加が

市場拡大をけん引する点に変化はないものの、GDP 原単位（エチレン換算需

要÷実質 GDP）の減少や人口増加による市場拡大効果の低下が見込まれ、

中長期的に伸び率は低下する傾向にある。石油はアジアでの需要増加により

中長期的な市場拡大が続くと見られるものの、燃費改善や燃料転換の進展な

どが伸び率の下押し要因となるだろう。 
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【図表 1-1】 産業別のグローバル需要見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）業種毎に対象エリアは異なる。対象指標と対象エリアについては産業毎に詳述した各章を参照 

2.  国内需要見通し  

2017年の日本経済は、潜在成長率を上回る水準で推移している。消費マイン

ドの回復により、サービス及び耐久財消費は堅調に推移し、個人消費が回復

基調にあること、省人化・自動化など生産性向上のための設備投資が増加し

ていることなどが、内需を押し上げている。こうしたトレンドは 2018 年において

も継続する見込みである。 

2022 年までの向こう 5 年間を見通すと、2017 年から 2022 年にかけて日本の

総人口は 2.3%程度減少し、2020 年頃を境に総世帯数も減少に転じるため、

構造的に消費の伸び率鈍化は避けがたい。また、住宅投資も 2018 年以降に

伸び率がマイナスとなると見られる。一方で、生産性向上のための設備投資

や、老朽化が進む公共インフラや民間非住宅の更新投資需要は持続すると

見られるため、一時的なオリンピック関連の反動減はあるものの、堅調な設備

投資や公共投資の拡大が内需を下支えする構図が予想される。 

産業別の内需を見ると、多くの産業で伸び率の低下が見込まれ、中にはマイ

ナスに転じる産業も複数見られる（【図表 1-2】）。そうした中でも伸び率の上昇

が期待されるのは、省人化・自動化ニーズの高まりを受けたロボット、機器の

高度化に伴い先端医療や在宅医療向けの新規需要創出が期待される医療

機器、原発再稼動対応や送変電機器の更新投資などで一定の需要増加が

見込まれる重電など、一部の産業に留まるだろう。 
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人口減少の影響を特に受けやすい自動車・主要エレクトロニクス製品・不動産

（オフィス・住宅）では伸び率が大きく低下する見込みであり、既に市場が縮小

傾向にある自動車に加え、主要エレクトロニクス製品と住宅も今後縮小に転じ

る見通しとなっている。こうしたトレンドは、関連性の高い鉄鋼・非鉄金属・工作

機械・主要電子部品・物流・建設などにも波及し、これらの産業も伸び率が低

下し、一部はマイナスに転じることが見込まれる。自動車の走行距離減少や

低燃費車の普及拡大の影響を受ける石油も、内需の縮小が継続すると見ら

れる。 

また、総世帯数が 2020年頃より減少トレンドに入ることの影響が大きい加工食

品、ARPU1が低下基調にある通信も、伸び率の低下が比較的大きいと予想さ

れる。しかしながら、加工食品は健康志向の高まりに伴う新規需要拡大、通信

では 5G 導入による ARPU の下げ止まりと IoT 通信向け回線の増加などが、

市場を下支えすることが見込まれる。小売も人口減少の影響が大きいが、単

身世帯の消費拡大や、消費額が大きい 50 代の世帯数の増加などにより、市

場の縮小は、ある程度限定的と見られる。 

一方、情報サービスは、IoT・ビッグデータ・AI関連の戦略的 IT投資の拡大に

よる需要増が期待されるものの、クラウド化の進展などに伴い主力の受注ソフ

トウェア業務の成長が抑制されるため、むしろ市場は伸び悩むことが予想され

る。また、2022 年にかけて続く日本経済の緩やかな成長が需要を支える電力

についても、省エネ機器や住宅用太陽光発電の普及拡大が需要押し下げ要

因となり、内需の減少基調が続くと見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 回線当りの単価。各社のモバイル通信サービス収入と契約数（加重平均）を基に算出。契約数に通信モジュールは含めず 
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【図表 1-2】 産業別の内需見通し 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章を参照 

II. 輸出・国内生産動向  

1.  輸出見通し 

2017 年の輸出額は、世界経済が総じて好調であるため、前年比で高い伸び

を達成する見通しである。スマートフォン向け及び自動車の電装化・電動化向

けの輸出が好調な電子部品や、西欧・北米向けの輸出が増加した自動車な

どが、全体のけん引役となっている。また、中国の旺盛な需要によりロボット・

工作機械の輸出も大幅に伸長している。一方、2018年の輸出額については、

自動車が前年比微減に転じるなど、プラス成長は維持するものの、伸び率は

落ち込む見込みである。 

2022 年までの輸出を見通すと、緩やかな成長が続く世界経済や、インバウン

ド需要の拡大期待により、足下からは低下するものの、継続的にプラスの伸び

率を維持すると見られる。産業別の輸出動向を見ても、プラスを維持する産業

が過半を占めるものの、その伸び率は低下することが見込まれる（【図表 1-3】）。

また、中長期的な地産地消化の進展が、伸び率低下に繋がっている産業も見

受けられる。 
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輸出をけん引してきた電子部品は、スマートフォン向けの搭載員数増加や自

動車の電装化・電動化向け需要の増加などにより、引き続き輸出が拡大する

ものの、半導体メモリ価格の上昇一服が金額の伸びをやや抑制すると見られ

る。また、政府が積極的に輸出振興を図ってきた加工食品は、直近の輸出は

大きく伸びているものの、野心的な政府目標を達成できるほどの顕著な伸び

は期待できず、これまでよりも鈍化が見込まれる。石油は、継続的な精製設備

能力の削減が輸出余力を低下させており、輸出の伸びは見込みづらいだろう。

一方、北米からの安価なエチレン供給の増加と中国の自給化拡大が予想さ

れる化学は、価格競争力が大きく低下し、輸出が減少に転じる見通しである。 

自動車・主要エレクトロニクス製品は地産地消化の進展が、輸出の減少基調

を後押しするだろう。また、ロボットについても、最大市場の中国で現地生産

拡大の動きが進展しつつあり、中長期的に伸び率は鈍化すると見込まれる。

医療機器も、高付加価値製品は輸出中心を維持しつつも、消耗品、汎用品

は生産拠点の海外移転が進んでいるため、その伸びは抑制されよう。 

他方、工作機械と医薬品は輸出の伸び率がプラスとなる見込みである。工作

機械は、規制の関係で海外現地生産のハードルが高く、輸出主導型の構造

が今後も維持されることが輸出の増加に繋がると見られる。医薬品については、

抗がん剤の輸出拡大が伸び率上昇に寄与する見込みである。 

【図表 1-3】 産業別の輸出見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章を参照 

石油
鉄鋼

非鉄金属

紙・パルプ

化学

医薬品

医療機器 加工食品

自動車

工作機械

ロボット

主要エレクトロ

ニクス製品

主要電子部品
重電

▲6%

▲3%

0%

3%

6%

9%

12%

15%

18%

▲6% ▲3% 0% 3% 6% 9% 12% 15% 18%

2012 – 2017年CAGR

2
0

1
7

 –
2

0
2

2
年

C
A

G
R

電子部品の輸出

額の伸び率はや

や抑制される可

能性。加工食品・

石油は伸び率鈍

化が見込まれ、

化学はマイナス

成長へ転じる 

地産地消化の進

展が、自動車・主

要エレクトロニク

ス製品・ロボット・

医療機器の輸出

の下押し要因に 

工作機械・医薬

品は、輸出の伸

び率の上昇が見

込まれる 



 

 
特集：日本産業の中期見通し（産業総合）   

 

みずほ銀行 産業調査部 

19 19 

2.  国内生産見通し 

2017 年の国内生産は、好調な輸出と出荷・在庫バランスの改善が継続してい

ることで、拡大基調を維持する見込みである。前述の通り、輸出をけん引して

いる主要電子部品・自動車・ロボット・工作機械などの生産増が、増産基調を

下支えしている。2018 年の生産活動についても、自動車の生産減の影響は

あるものの、全体としては、引き続き拡大基調が続くものと見込まれる。 

2022 年までの国内生産は、内需縮小という構造的な減産要因はあるものの、

継続的な輸出の増加が下支えとなり、全体としては拡大基調を維持すると見

られる。ただし、前述の通り、自動車や主要エレクトロニクス製品に代表される

地産地消化の進展は、ロボットや医療機器などでも加速しつつあり、中長期

的には、国内生産の伸び率は徐々に低下するであろう（【図表 1-4】）。 

需給バランスを改善すべく在庫調整や生産能力削減に取り組んできた鉄鋼・

石油については、中長期的にも国内生産の減少が続く見通しである。加えて、

前述の通り輸出の減少が懸念される化学や、世界的に需要の構造的減少が

続く紙・パルプも、国内生産はマイナスに転じることが予想される。また、輸出

の伸び率の低下が見込まれる主要電子部品・加工食品についても、国内生

産はやや鈍化するであろう。 

他方、工作機械と重電は、生産の伸び率がプラスに転じると見込まれる。工作

機械は、大きくプラスに転じる見通しである輸出の伸びが寄与すると見られる。

重電については、前述の通り増加が見込まれる内需に加え、輸出用の原子

力機器の生産が本格化することが、生産増加をもたらすと見られる。 
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【図表 1-4】 産業別の国内生産見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章を参照 

III. 向こう 5 年間の日本企業を取り巻く競争環境とプレゼンスの方向性 

【図表 1-5】は、2022年までの向こう 5年間について、縦軸に「日本企業のグロ

ーバルプレゼンスの方向性」、横軸に「需要の成長性」をとり、各産業の日本

企業の位置づけを示したものである。 

【図表 1-5】の「グローバルプレゼンスの方向性」は、現状の日本企業及び海外

競合企業の市場シェア、規模・資本力、技術力・経営力・戦略などを、みずほ

銀行産業調査部が総合的に評価し、日本企業の向こう 5 年間における相対

的なプレゼンスの水準や方向性に関する見通しを 3 段階評価したものである。

また、「需要の成長性」は、各業種のグローバル需要と国内需要の成長率を、

主要企業の内外売上高比率で加重平均した数値を基に、日本企業にとって

の向こう 5 年間の内外需要の成長性をみずほ銀行産業調査部が総合的に評

価し、3段階評価したものである。 
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【図表 1-5】 向こう 5 年の産業競争力マップ 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

全体観としては、半数を超える産業で需要は緩やかに成長すると見込まれる

一方、グローバルプレゼンスについては大半の産業で不変ないし低下する懸

念があり、プレゼンスの高位維持ないし向上を期待できる産業は、ロボット・工

作機械・主要電子部品のわずか 3つに留まっている。また、2016年度見通し2

との比較では、「グローバルプレゼンスの方向性」「需要の成長性」ともに、不

変ないしは下方修正がされており、その背景にある全般的な傾向としては、海

外企業の脅威の高まりが挙げられよう（【図表 1-6】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
2 みずほ銀行「日本産業の中期見通し －向こう 5年（2017－2021年）の需給動向と求められる事業戦略－」『みずほ産業調査

56号』（2016年 12月 29日）参照 
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【図表 1-6】 2016 年度見通しとの比較 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

ロボット・工作機械・主要電子部品は、いずれも広義の中間財に当たるという

点で共通している。ロボットや工作機械は、単体で見れば最終財であるが、生

産プロセスに組み込まれてこそ価値を発揮する。電子部品は言うまでもなく、

他の製品を構成する要素の一つとして価値を発揮する。世界的な最終財製

造のモジュール化進展によって「組立加工」プロセスの付加価値が低下して

いるのとは対照的に、これら広義の中間財の領域では、中長期的にも日本企

業が技術優位性を維持できる可能性が高いと見られる。 

一方、日本企業が現状高いプレゼンスを有する自動車については、向こう 5

年間を見通した場合、現状のプレゼンスが大きく変わるとは考えられないが、

留意すべき大きな変化が起こりつつあり、先行きの不透明感は高まっていると

言えよう。具体的には、グローバル市場の成長鈍化、電動化、自動化などの

技術の進化、シェアリングの普及拡大が挙げられる。日本企業はこうした変化

への対応を迫られており、従前の優位性が発揮しにくくなる、もしくは減衰して

いく可能性もあるだろう。主要エレクトロニクス製品については、携帯電話、PC、

薄型テレビなどの分野で日本企業は苦戦し、既に撤退したか、残ったプレイ

ヤーも国内向けを中心に事業を継続するに留まっている。従って、日本企業

は B to B事業への軸足シフトや、B to C領域における機器・サービス・コンテ

ンツの複合化など、新たな競争領域でのプレゼンス向上を図っているが、向こ

う 5年間でそのプレゼンスに大きな変化は生じないと見られる。 
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国内外で高い需要の伸びが見込める医療機器、内需の伸びは低下基調なが

らグローバル需要拡大期待が大きい医薬品と加工食品では、日本企業のプ

レゼンス低下が懸念されている。三者に共通する点としては、大規模再編・合

併を繰り返すことで強大化を続ける欧米企業のプレゼンス拡大と、自国市場

を中心に成長を続け他国への展開も強化しつつある中国企業の台頭に挟ま

れ、日本企業が成長する需要を十分に取り込めていないことが挙げられよう。

加工食品は、中国企業に加え、食の垂直的バリューチェーンを強化しつつ急

成長している ASEAN企業も脅威となろう。医薬品では、海外ジェネリック市場

でプレゼンスを高めるインド勢の脅威が大きくなっている。一方、医療機器で

は、治療分野の事業を強化する企業が増えており、大規模な M&A を活用す

る欧米企業に対し、規模で劣る日本企業は相対的にプレゼンスが低下傾向

にあると言えよう。 

鉄鋼・化学などの素材産業と重電は、需要の成長性とグローバルプレゼンス

の両面で厳しい環境が続くと見られる。素材産業については、内需縮小という

構造問題に加え、輸出競争力の低下により新興国を中心とする海外需要も十

分に取り込めないおそれがある。必ずしも全ての素材産業に共通する訳では

ないが、再編による強大化を進める欧米企業、巨大な自国市場での自給力

向上と輸出強化で成長する中国企業、大規模な供給力を有し輸出型事業を

展開する韓国・インドなどのアジア企業に対し、価格競争力で劣る日本企業

のプレゼンスが低下する懸念は大きくなっている。石油や紙・パルプについて

は、そもそもの需要が世界規模で縮小傾向にあるという課題もあろう。重電は、

国内においては欧米グローバル企業の日本市場参入、海外市場においては

中韓企業の技術的キャッチアップと海外展開積極化、並びに欧米グローバル

企業の再編による強大化という脅威に晒されており、内憂外患とも言うべき厳

しい競争環境に直面することとなろう。 

非製造業に目を転じると、製造業と比して緩やかな成長を続ける産業が大宗

を占める一方、内需中心で海外需要の取り込み機会が限定的な産業が多く、

構造的な内需縮小に引っ張られる形で、向こう 5 年間のグローバルプレゼン

スは総じて不変ないし低下すると見られる。ただし、海外需要取込み強化によ

る成長余地と、国内市場への海外企業参入の脅威度合いは産業毎に異なり、

プレゼンスの行方には濃淡があろう。 

通信・電力・物流については、国内中心の事業構造であり、向こう 5 年間のプ

レゼンスに大きな変化はないと見られるものの、海外需要の取込み強化による

プレゼンスの向上余地は相応に有している。通信は、世界的に拡大が期待さ

れる IoT 通信への取組み強化が、日系大手キャリアにプレゼンス向上の機会

をもたらす可能性があろう。また、電力については、ASEAN における高効率

火力発電や、効率的な LNGサプライチェーン構築といった面で、日本企業が

プレゼンスを向上できる余地が残されている。物流に関しては、海外企業の買

収などによって非日系荷主を獲得し、海外需要の取り込みを拡大することで、

プレゼンス向上を図ることができよう。 
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不動産および建設については、専ら内需中心の構造であり、海外需要の取込

み機会・海外企業の参入脅威度合いともに限定的である。内需の見通しに違

いはあるが、概ね傾向は類似していると言えよう。ただし、民泊やシェアオフィ

スの様な不動産の所有・運用形態の変化、生産年齢人口減少に伴う建設現

場の担い手不足がもたらす IT 化など、テクノロジーの進展が業界構造に与え

る影響の大きさは無視できず、今後、競争軸に変化をもたらす可能性がある

点は留意すべきである。 

情報サービス・メディアサービス・小売は、急ピッチで進むデジタルイノベーシ

ョンの進展に伴う需要の質の変化・ビジネスモデルの転換から大きな影響を受

けると見られる。内需中心の日本企業はこうした動きへの対応が後手に回って

おり、台頭するグローバル・プラットフォーマーの侵食によるプレゼンス低下が

懸念される。情報サービスについては、国内市場のクラウド化進展が、既存の

日本型 SIer の中核事業である受注ソフトウェア業務の縮小をもたらす一方、

Amazon、Microsoft などのグローバル大手パブリッククラウドベンダーがその

存在感を増し、日本企業のプレゼンスは低下している。また、日本国内の

IoT・ビッグデータ・AI などへの戦略的 IT 投資が今後本格化するのに伴い、

海外市場で実績を積んだ海外有力プレイヤーが当該分野への進出を強化す

ることで、日本企業のプレゼンス低下に拍車がかかる懸念もあろう。メディアサ

ービスでは、既存マスメディアからインターネットメディアへのシフトが急速に

進み、Google、Facebook、Amazon といったグローバル・プラットフォーマーが、

消費者の認知から購買に至るフルファネルでの行動データを把握できるマー

ケティングプラットフォーム構築を進めている。日本国内で同様の取組みで先

行された場合は、日本企業のプレゼンス低下は避けがたいと考えられる。小

売に関しても、Amazon、阿里巴巴（Alibaba）、騰訊（Tencent）などのグローバ

ル・プラットフォーマーが、企業買収も重ねつつ、EC、物流、決済、遂にはリア

ル店舗にまで至る、巨大な経済圏の構築を世界各地で進めており、日本企業

のプレゼンスは低下を余儀なくされる状況にある。 

IV. 日本企業に求められる戦略 

前節で述べた通り、向こう 5 年間においては、多くの産業で日本企業にとって

の内外需要は緩やかに成長する一方、グローバルプレゼンスの向上は困難

な傾向にある。内需が構造的に縮小する中、海外需要の取り込みに直結する

グローバルプレゼンスが低下することは、より長期の目線で見た際に、日本企

業ひいては日本産業全体の地盤沈下をもたらす懸念がある。しかも、グロー

バル競争環境は激化の一途を辿っており、その競争軸は多様化が進んでい

る。また、国内においては、供給サイドにおける人手不足や、消費抑制に繋が

りかねない社会保障負担増大など、社会的課題も山積しており、日本企業を

取り巻く環境は厳しいと言わざるを得ない。 

グローバル競争環境の激化という点では、まず、中国・インド・ASEAN など、

巨大な資本力を有する新興国企業の台頭が挙げられる。従来、安い労働力

を武器に、ローエンド市場において高い価格競争力を発揮してきた新興国企

業は、急速に技術面でのキャッチアップを進め、ハイエンド市場へのシフトを

徐々に図ることで日本企業のプレゼンスを脅かしつつある。更に、新興国企
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業は新規ビジネスモデルの創出という点でも日本企業に先行し始めており、

阿里巴巴（Alibaba）の EC事業、Grab のシェアリング事業などは、既に確固た

る地位を築いている。一方、欧米グローバル大手企業は、大胆な選択と集中

に基づく大規模再編を推し進め、巨大なピュアプレイヤーへと脱皮することで、

競争力の維持、向上を図っている。次々と勃興する多彩なベンチャー企業を

買収し、効率的に新たな技術やビジネスモデルを追加していく点も、欧米大

手グローバル企業の特徴的な動きと言えよう。 

競争軸の多様化を大別すると、①需要の質が変化している点、②厳格化する

環境規制や高齢化など社会的課題への対応が重要度を増している点、③世

界的にデジタルイノベーションが急速に進展している点が特筆されよう。これ

らの多様化した競争軸に対応する上で、企業は投資すべき領域の拡大と意

思決定の迅速化も強いられている（【図表 1-7】）。 

【図表 1-7】 グローバル競争環境の激化と多様化 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

高齢化や単身世帯・共働き世帯の増加といった社会構造の変化や、スマート

フォンやそれに伴う SNS普及拡大など、先進国において進む様々な変化は、

ライフスタイルの変容・多様化を通じて需要の質を変化させている。具体的に

は、需要のパーソナライズ化、コト消費への関心増大、健康志向や簡便化志

向の高まり、シェアリング・エコノミーの拡大、などが挙げられよう。また、こうし

た現象は新興国においても生起している。とりわけ中間層増加とスマートフォ

ンの爆発的普及は新興国の社会構造・ライフスタイルを急激に変容させつつ

あり、例えば一足飛びに EC やシェアリング・エコノミーが普及する様なリープ

フロッグ現象も見られている。 
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環境規制の厳格化は、例えば中国の NEV 規制導入発表が電動車の開発競

争を促進しているように、産業構造そのものに変革を迫るインパクトをも有して

いる。また、政府の後押しのもと世界各国で急速に進んでいる再生エネルギ

ーの導入は、多額の投資資金を引き付け、大きな成長機会を提供している。

加えて、高齢化問題は、今や中国などの新興国でも顕在化しつつあり、経済

成長の足枷となる反面、新たなビジネスチャンスの可能性をもたらしてもいる。 

世界的なデジタルイノベーションの進展は、第四次産業革命とも称される IoT、

ビッグデータ、AIなどのテクノロジー実装によって、世界規模で産業構造の大

変革をもたらしつつある。具体的には、製造現場や各種オペレーションの自

動化・省力化による生産性向上とコスト削減、マスカスタマイゼーションやモノ

のサービス化などのビジネスモデル転換、AI 創薬や自動運転といった新規ビ

ジネス創出など、「今までできなかったこと」が可能になることで、あらゆる企業

が、その経営戦略の在り方を根底から見直す必要に迫られつつある。そうした

中で、企業の競争力の源泉としてのデータの重要度が飛躍的に増大しており、

膨大なデータを収集・分析・活用するデータプラットフォーマーが、業種横断

的に存在感を高めている。こうした動きは今後加速度的に進むことが予想され、

これらの先端テクノロジーへの投資は企業にとって不可避と言えよう。より長期

の目線では、IoT との相性が良いブロックチェーン技術の用途拡大なども注目

される。 

一方で、競争軸の多様化によって、企業が投資すべき領域は拡大しており、

かつ、その投資意思決定にはスピードが求められている。そうした中では、全

方位にリソースを満遍なく投下する自前主義の戦略には自ずと限界が生じて

くるため、事業の選択と集中によるピュアプレイヤー化や、オープンイノベーシ

ョンやベンチャー企業の取込みにより外部から技術・人材・アイディアを調達

することが、競争力の維持に不可欠となってくるだろう。 

こうしたグローバル競争環境の激化・競争軸の多様化の流れに対し、日本企

業は必ずしも的確に対応できていないというのが現実であろう。日本企業がこ

うした環境変化に対応できず、そのプレゼンスを徐々に落としていけば、日本

産業全体の活力低下に繋がる。需要面における内需縮小と、供給面における

人手不足という重い制約条件が課される中で、日本企業が持続的な成長を維

持し、日本産業の活力を維持するためには必要な打ち手は、必ずしも全産業

で一様ではないが、概ね①事業ポートフォリオの選択と集中、②デジタルイノ

ベーションに対応したビジネスモデルの転換、③海外成長市場の取り込み、

の 3 つに集約されると考える（【図表 1-8】）。①②による競争力向上を通じ、③

の海外成長市場取り込み拡大に繋げることで、日本企業のグローバルプレゼ

ンスを高めることが求められよう。 
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【図表 1-8】 日本企業に求められる 3 つの戦略方向性 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

競争軸が多様化し、投資範囲の拡大と意思決定の迅速性が強く求められる

中、自前主義の全方位的リソース配分や、垂直統合的・多角的な事業展開が

困難さを増しているという点で、事業ポートフォリオの選択と集中の重要性が

高まっていると言えよう。自社の得意分野への特化を進める一方、他社とのア

ライアンスやベンチャー企業の取り込みなどを通じて不足するリソースを補完

していく戦略が有効と考える。具体的には、基礎技術など非競争領域におけ

る他社との共同開発、事業のスピンオフと買収による「強いピュアプレイヤー」

への進化・脱皮、Corporate Venture Capital などを通じたベンチャー投資、オ

ープンイノベーションの活用などへの積極的な取組みが求められよう。 

例えば、電動化・自動運転・コネクティッド・モビリティなど、取り組むべき領域

の拡大が加速度的に進む自動車産業では、開発リソースの逼迫が深刻化し

ており、脱力領域と強化領域を見定めた上で、既存事業の徹底的な効率化と

新たな競争領域へリソースを再配分することが重要な経営課題となっている。

欧米完成車メーカー・メガサプライヤーを中心に、こうした選択と集中の動きは

進展しており、日系メーカーにおいても、EVのコモンアーキテクチャ開発で複

数のメーカーがオープンな共同体制を構築するといった動きなどが出てきて

いる。石油・鉄鋼・非鉄金属・化学といった素材産業においては、価格競争力

において劣勢に立たされるケースが多い中、将来の海外需要取り込み強化

への布石として、更なる国内事業の統合を進め、規模の経済を最大限追求す

ることも必要となろう。また、新薬開発コストの上昇が著しい医薬品では、ノンコ

ア事業・低採算事業を切り離し、注力領域にリソースを集中投下する大胆な選

択と集中への取組みが、重要性を増すと考えられる。 
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日本企業が競争力を高める上では、近時のデジタルイノベーションの進展が

もたらす「新たな付加価値創出機会」と「付加価値の源泉の変化」に対応する

ことは必要不可欠であり、そのためにはビジネスモデルの転換が求められる。

IoT・ビッグデータ・AI などのテクノロジー実装により、膨大なデータの収集・分

析・モニタリング・活用することで、既存の製品・サービスからより多くの新たな

付加価値を創出することが可能になってきている。加えて、あらゆる製品がデ

ータ通信機能を有するスマートデバイス化され、クラウドなどが進化することで、

ソフトウェアを介した複数の製品・サービスの統合制御が容易となり、複数の

製品・サービスを組み合わせた「システム単位の製品・サービス提供」が、より

多くの付加価値を生む傾向も強まっている。こうした潮流は、数多くの新たな

事業機会を生む一方、製品・サービスそのものから「データ」に付加価値の源

泉が移転する可能性も孕んでおり、膨大なインストールベース・ユーザーベー

スを梃子に、付加価値の多くが海外企業主導の「データプラットフォーム」へ

完全にシフトすることが、日本企業にとって大きな脅威となりつつある。 

製造業においては、データを活用した新たな付加価値の創出として、例えば

ファナックが導入を進める「FIELD system」の様な、IoTプラットフォーム構築に

向けた取組みが注目に値する。また、機器売りビジネスからの脱却による新た

な付加価値創出の試みとして、重電においては O&M 事業への参入というバ

リューチェーン延伸が期待され、主要エレクトロニクス製品においても、効率化

されたメンテナンスや消耗品補充などのアフターサービスも含めた総合ソリュ

ーションの提供や従量課金制導入などによるリカーリング型ビジネスモデル3

の構築が想定されよう。他方、製品・サービスのシステム化の観点では、複数

の電子機器を統合制御することが求められる自動車や IoT 機器向けの電子

部品において、製品モジュール化・ソリューション化への対応力強化が求めら

れており、日本企業は製品ポートフォリオ拡充を図る必要があるだろう。 

非製造業では、特に小売において、EC 化の急激な進展を見据えたビジネス

モデルの転換が求められよう。Amazon などプラットフォーマーへ対抗する観

点からは、例えば、リアルチャネルの良さと EC を融合させ、消費者利便性の

向上と新たな購買体験を提供することが想定し得る。しかしながら、必ずしも

プラットフォーマーと正面から競合する必要はなく、プラットフォーマーのエコ

システムを自社製品の販売プラットフォームとして上手く活用することも有効な

選択肢の一つとなろう。また、国内において人手不足が深刻化する建設は、

「i-Construction」施策のもと、先端テクノロジー導入によって、建設生産システ

ムの変革を追求し、ビジネスモデルの在り方を転換することが必要不可欠とな

っている。テクノロジー活用によるビジネスモデルの転換は、人手不足という国

内問題への対処に留まらず、日本企業が培ってきた優れた技術力と組み合

わせることで、将来的なグローバル展開強化への布石にもなろう。 

 

 

                                                   
3 製品単品売切りではなく、機器販売後も継続的に安定した収益を稼げることが可能なビジネスモデルを指す 
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海外成長市場の取り込みでは、世界の成長センターであり、地理的にも近接

するアジアが重要なターゲットになるだろう。その中でも特に、中国と ASEAN

がコア市場に位置づけられると考える。「世界の工場」から「世界の市場」へと

変化し、2030 年頃には米国の経済規模を抜くと見られる中国は、向こう 5 年

間で経済成長率が 5%台にまで鈍化することが想定されるとはいえ、決して無

視し得ない市場であろう。一方で、中国は過剰投資・過剰債務問題や自国企

業優先的な産業政策が取られるリスクなど、政治的不安定要因を多く内包し

ており、かつ、巨大な母国市場の成長取り込みを梃子に多くの地場企業が急

速な成長を遂げ、中には阿里巴巴（Alibaba）などグローバル・プラットフォーマ

ーとしてのプレゼンスを手にしつつある企業も現れているなど、中国市場での

日本企業のプレゼンス獲得は容易でない。他方、ASEAN については、経済

規模では中国に劣るものの高い成長ポテンシャルを有する。ただし、財閥系

コングロマリットを中心に、地場企業が急速に成長しつつある点は中国と同様

であり、かつ、制度・文化・発展レベルなどが国毎にバラバラなため、統一市

場と見るのが困難な面もある。しかしながら、2015年末にはAECが発足し、漸

進的ではあるものの着実に統合深化に向けた取組みが進んでおり、長期的

にみれば、より市場としての魅力度が増すことも期待できよう。今後、ますます

力をつける中国企業が、母国市場の次のターゲットとして進出を加速すると見

られるのもASEANであり、中国企業との競合を有利に進める上でも、ASEAN

の重要性は高いと考える。 

海外企業との厳しい競争に晒されている日本企業が、両地域の需要を取り込

むためのアプローチ手法としては、概ね①徹底した現地化によるニーズの捕

捉と最適なビジネスモデルの構築、②日本企業のノウハウ・強みを活用できる

分野での競争優位性確立、の 2 点を通じ、現地での競争力を高めることが必

要となろう。ただし、中国と ASEAN では、地場企業が強い産業とそのプレゼ

ンスの大きさ、その背後にある産業政策の方向性に違いがあるため、ターゲッ

トとすべきエリアは産業によって異なる。①②を通じて自社の強みを最も発揮

できるエリアの見定めが重要となろう。 

例えば、内需型産業の代表格である電力は、電力需要の拡大が見込める

ASEAN 諸国において、高効率火力発電事業を展開する戦略が想定し得る。

日本企業は、発電機器・オペレーティング・燃料調達（LNG）の面で優れたノ

ウハウを有しており、海外企業に対して、価格以上の追加的な競争優位性を

発揮することが期待できる。また、汎用品での価格競争力低下が続く化学は、

日本企業が技術優位性を持つ付加価値の高い製品領域の育成と強化を図る

ことに加え、現地企業とイコールパートナーシップに基づく共同事業を立ち上

げ、現地の販路を獲得するといった事例を増やしていくことが重要となろう。物

流においては、日系荷主の需要取り込みでは既に高いプレゼンスを持つ一

方、更なる成長のためには非日系荷主の獲得が欠かせない。物流の量的な

拡大期待の大きい ASEAN 市場においては、外資規制の存在も考慮すると、

地場企業との資本業務提携が有力な選択肢となろう。その際、自社が優位性

を発揮し得る領域を進出地域毎に明確化することが求められる。 

③海外成長市場

取り込みにおい

て は 、 中 国 と

ASEAN の攻略が

重要 

現地化と日本企

業のノウハウ・強

みの活用が重要 

電力、化学、物流

では、日本企業の

ノウハウ・強みの

活用や現地パート

ナーとの協業によ

る海外需要取り込

みが期待される 
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急速に進む世界的なデジタルイノベーションの動き、新興国企業の技術的キ

ャッチアップやハイエンド市場へのシフトに代表されるように、日本企業を取り

巻く競争環境は、かつてないスピードで大きく変化しつつある。加えて、日本

国内は人口減少などに伴う内需縮小と人手不足という、需要と供給の両面か

で、重たい制約を課されている状況にある。そうした中で、日本企業が長期に

亘って持続的に成長を継続し、日本産業の活力を保つためには、成長市場

である中国・ASEAN を中心とする海外需要の取り込みが必要不可欠となるだ

ろう。そのためには、強大化を続ける欧米大手企業や、急成長する中国・

ASEAN 地場企業との競合は避けられない。日本企業は、自社が優位性を発

揮できる得意分野を再定義して集中的にリソースを投下する事業ポートフォリ

オの選択と集中、デジタルイノベーションを最大限に活用したビジネスモデル

への転換による新たな付加価値創出を通じ、成長する海外需要を確実に取り

込むことで、グローバルプレゼンスを高めることが求められる。 
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日本産業の活力

維持のためには、

日本企業のグロ

ーバルプレゼン

スを高めることが

必要 
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【図表 1-9】 産業別のトピックス 

 

 

 

 

 

 

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

千KL ▲2.7% ▲1.9%

千万b/d 1.8% 1.2%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

石
油

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 石油製品販売量

グローバル 石油製品需要

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 精製と化学の更なる連携

等による、国内製油所の

国際競争力の強化

 成長分野であるASEANを

中心とする海外需要の捕

捉

 国内需要の減少は継続する一方、世界の

需要は、アジアを中心に引き続き増加する

見込み

 高度化法（2次告示）対応により国内製油所

の精製能力の削減が進み、国際競争力の

低下が懸念される

 国内への供給をメインとする日本企業のプ

レゼンスは更に低下する見込み

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

百万t 0.1% ▲1.3%

百万t 2.0% 0.4%

方向性

方向性

鉄
鋼

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 粗鋼換算見掛消費量

グローバル 粗鋼換算見掛消費量

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 海外下工程での顧客基盤

拡大とその過程での海外

鉄源戦略の構築

 留意すべきリスクとしては、

新興国企業の技術力向

上と、自動車産業の変化

加速（電動化、自動運転、

シェアリング）が想定され

る

 内需が緩やかに縮小に向かう中、日本企業

のプレゼンスを保てる市場の開拓が求めら

れる

 日本の内需は中期的に縮小に向かう一方、

新興国を中心とした海外市場が成長するた

め、日本市場への対応に留まっていては、

量的なプレゼンスは低下に向かう可能性が

高い

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

千t ▲0.0% ▲0.7%

千t 3.3% 1.9%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

非
鉄
金
属

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 銅地金消費量

グローバル 銅地金消費量

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 ①「製錬事業の維持・強

化」、②「加工事業の強

化」の二つの方向性が求

められる

 ①は、資源企業との交渉

力底上げ、自山鉱比率を

高めるための投資余力確

保などを目指し、事業再

編でさらに強い企業を誕

生させる必要がある

 ②は、高付加価値製品は

製品毎の市場規模が小さ

いため、技術またはユー

ザー親和性を切り口に再

編・規模拡大を行い、グ

ローバル展開やR&Dを加

速させ、強靭な加工企業

を誕生させる必要がある

 銅地金の内需は減少していくことが予想さ

れ、国内地金生産量の輸出依存度はさらに

高まる方向にあり、国内の製錬事業は、輸

入国、特に中国の需給次第の事業構造へ

と変容

 国内製錬企業が持つ環境対応能力や、一

炉あたりの生産性、副産物の回収率などは

グローバルトップクラスの技術力と言えるも

のの、資源国や中国の地金生産量が拡大

する中では、日系製錬企業はグローバルプ

レゼンスの低下を余儀なくされよう
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

万t ▲0.9% ▲0.9%

万t 0.8% 1.0%

方向性

方向性

紙
・
パ
ル
プ

↓
（ 低下懸念）

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 紙・板紙消費量

グローバル 紙・板紙消費量

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 国内既存事業の効率化

 新興国における段原紙・

段ボールを中心とする

パッケージ関連、公衆衛

生意識の向上による衛生

用紙や紙おむつなどの成

長が期待される分野への

戦略的投資

 エネルギー事業やセル

ロースナノファイバーなど、

新たな収益源構築を目指

した新規事業への取組強

化

 国内需要の減少は継続する一方、グローバ

ル需要は、中国市場ほか新興国を中心とし

て緩やかに増加する見込み

 欧米企業の再編やアジア新興国企業の台

頭が進展し、企業規模を拡大させる中、日

本企業は、グラフィック用紙から成長地域・

分野へのポートフォリオの再構築が求めら

れるものの、グローバル大手と比較しス

ピード感で劣後しており、プレゼンスの低下

が懸念される

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

千t ▲0.0% 0.1%

千t 3.2% 2.4%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

化
学

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 エチレン換算需要

グローバル エチレン換算需要

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 企業間連携による国内製

造拠点のコストダウン、品

質面・価格面で競争力の

ある誘導品と川下製品の

育成・強化、現地企業との

イコールパートナーシップ

による海外市場展開

 北米・中東の安価な石油

化学製品のアジア市場へ

の流入、中国のCTO増産、

中国経済成長の鈍化がリ

スクファクター

 需要（内需＋輸出）は減少を予想

 主要輸出先の中国での自給化進展や、米

国でのシェールガス由来の石化製品が増産

される影響から、日本企業の輸出環境は悪

化する見込み

 石油化学では、北米・中東での増産、中国

の自給化進展の結果、オレフィンを中心に

競争激化が予想され、日本の輸出減少、プ

レゼンス低下が予想される

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 2.2% 1.0%

十億USD 4.0% 6.1%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↑
（ 比較的高成長）

不変

低下

医
薬
品

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 国内医薬品出荷額

グローバル 医薬品販売金額

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 ①国内から海外への①国

内から海外へのビジネス

軸のシフト

 ②大胆な選択と集中と

First in classの新薬開発に

向けたリソース投下

 ③新たなテクノロジーを活

用した研究開発効率向上

 国内需要は、薬価抑制施策やジェネリック

シフトの影響により、成長が鈍化する一方、

グローバル需要は、世界最大の市場である

米国を牽引役に堅調な成長を見込む

 創薬難易度の上昇、国内市場の成長性の

鈍化を背景に、国内製薬企業は、選択と集

中による注力疾患領域へのリソース投入強

化と海外需要の取り込みが急務であるが、

欧米大手製薬企業と比較するとスピード感、

投資規模で劣後しており、プレゼンス低下を

懸念
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 2.0% 2.4%

十億USD 2.5% 5.2%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↑
（ 比較的高成長）

不変

低下

医
療
機
器

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 国内市場規模

グローバル グローバル市場規模

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 ①事業ポートフォリオ拡充

に向けたM＆A

 ②デジタルイノベーション

に対応するための他社と

のパートナーシップの構

築
 国内需要はIT化による在宅市場の拡大が

期待される

 グローバルでは、医療インフラ整備が進む

新興国が牽引

 グローバル企業を中心とする大規模な再編

が進展する一方、中国企業の台頭に伴う新

興国市場でのミドルレンジ製品の価格競争

が激化する見込みであり、日本企業のプレ

ゼンス低下が懸念される

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

千台 ▲0.6% ▲2.1%

千台 3.1% 1.1%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

→
（ 不変）

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

自
動
車

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 自動車販売台数

グローバル 自動車販売台数

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 完成車メーカーのみなら

ず、系列サプライヤーまで

含め、①事業構造の徹底

的な効率化および②新た

な競争領域への経営リ

ソースの投下を進め、産

業全体でリソースの再配

分を進める必要がある

 底堅い先進国と伸長する新興国需要に支

えられ、世界市場は減速しつつも拡大を続

ける見通し

 日系完成車メーカーの現状のプレゼンスは

当面維持されるものの、2020年代に電動化、

自動運転、シェアリングが導入、普及フェー

ズを迎え、競争軸が変化することで、プレゼ

ンスが相対的に低下する懸念がある

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 10.2% ▲5.0%

億USD ▲2.8% 2.1%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↑
（ 高位維持）

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

工
作
機
械

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 工作機械国内受注金額

グローバル 工作機械グローバル消費金額

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 工作機械導入に付随する

サービスの拡充、工作機

械由来のデータを活用し

た製品とサービスに関す

る新たな価値の提供
 国内は自動車の国内生産台数減少に伴い、

減少する見通し

 海外はスマホ向け特需の要因を除けば、自

動車の生産台数増加やGDP拡大に伴い、成

長を見込む

 全体としては概ね横ばいの見通し

 工作機械由来のデータを活用するIoT等の

新たな潮流にも柔軟に対応しているほか、

機械の性能に関しても新興国メーカーに

キャッチアップされておらず、日本企業のプ

レゼンスは変わらない
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 5.4% 6.0%

億USD 12.0% 11.8%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↑
（ 高位維持）

↑
（ 比較的高成長）

不変

低下

ロ
ボ

ッ
ト

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 ロボット出荷額

グローバル ロボット出荷金額

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 人手の大規模な代替など、

従来と異なる能力が求め

られる新たな大市場にお

ける、競争優位の確立に

向けた様々な異業種・隣

接産業との連携

 場合によっては自社の役

割や事業領域の再定義も

 国内市場は、人手不足を背景に一段の自

動化需用が牽引し増加

 グローバル市場は中国が牽引、米国・欧州

もそれぞれ多分野での工場自動化で増加

 さらなるプレゼンス向上の鍵は、単なるロー

エンド・スペックダウンとは異なる「人手の代

替・低価格」市場への迅速な対応と競争優

位の確立

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 2.0% ▲1.4%

十億USD ▲0.7% 2.0%

方向性

方向性

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

（
主
要
製
品

）

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 主要エレクトロニクス製品需要額

グローバル 主要エレクトロニクス製品世界需要

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

→
（ 不変）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 参入障壁の高いＢｔｏＢ事

業強化にあたっては、早

期の事業拡大に向けたク

ロスボーダーでのＭ＆Ａ

が現実的である一方で、

事業シナジー創出による

投資回収実現には課題あ

り

 ＢｔｏＣ領域では、競争軸

が性能や価格から消費者

の体験や効果へシフトす

る中、協業等通じた製品

同士やサービス・コンテン

ツと連携させたソリュー

ションの提供や開発体制

の見直し等が必要

 世界の製品市場のおよそ4割を占めるスマ

ホ市場でのアジアを中心とした新興国にお

ける需要拡大と中国における中価格帯への

シフトによる市場拡大により、世界エレクトロ

ニクス製品市場全体は緩やかな拡大が続く

と見込む

 日本企業は海外勢とのグローバル競争に

苦戦し、既に事業規模の縮小ないしは撤退

の方向性となっており、 足下のシェアも限

定的であることから今後大幅なプレゼンス

の向上は想定されにくい

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 6.1% 0.2%

十億USD 4.6% 2.9%

方向性

方向性

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

（
主
要
電
子
部
品

）

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 主要電子部品需要額

グローバル 主要電子部品世界需要

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↑
（ 高位維持）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 自動車の電装化・電動化

の進展やIoT関連市場の

拡大等のアプリケーション

の拡大とそれに伴うモ

ジュール化等ソリューショ

ンへのニーズに対応すべ

く、電子部品と半導体の

境界を越えた商品ポート

フォリオ拡充や顧客製品

の設計に精通するエンジ

ニア増強、異レイヤーの

買収・協業等の取組みが

必要

 スマホ等の電子機器の高機能化による1台

あたりの部品搭載員数増加や、自動車の電

装化、産業用拡大等のアプリケーションの

広がりにより今後も安定的な市場拡大が見

込まれる

 スマートフォンの台数ベースでの伸びが鈍

化する中、プレゼンス維持にあたっては自

動車の電装化・電動化に伴う需要拡大、IoT

関連での需要拡大といったアプリケーション

の拡大への対応が不可欠
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 ▲0.7% 0.8%

GW ▲1.4% ▲1.4%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

重
電

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内
原動機（原子力・火水力）

・発電機・受変電機器

グローバル 発電設備容量（新規・更新）

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 単純な価格競争を回避を

狙いとするターゲット国の

囲い込み、②バリュー

チェーンの延伸に加えて、

海外受注の獲得に向けた

業界再編が求められる 送配電の更新投資、広域連系投資、原子力

発電の再稼動対応が国内需要を下支え

 新興国の経済成長に伴い、グローバル電力

需要は緩やかに成長するものの、風力等の

コスト競争力上昇など電源の選択肢は多様

化、火力発電市場の縮小が懸念される

 国内市場への海外企業参入によるプレゼン

ス低下懸念あり。海外市場における中国企

業、韓国企業の技術キャッチアップと積極

的な海外展開、グローバルトップ企業の再

編による強大化は日本企業にとって脅威

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

兆円 2.2% 1.5%

十億USD 2.5% 6.1%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

↓
（ 停滞懸念）

不変

低下

情
報
サ
ー

ビ
ス

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 情報サービス売上高

グローバル 情報サービス・ソフトウェア投資額

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 クラウドについては、ハイ

ブリッドクラウド環境のイ

ンテグレーション業務、

PaaSレイヤーの付加価値

向上

 IoT、AIについては、コンサ

ルティングノウハウの強化、

サイバーセキュリティ、ア

ナリティクス等高度技術の

獲得

 日本企業の主戦場である国内市場は、クラ

ウド化に伴う開発工数減等の構造変化によ

り、グローバル市場との対比では低成長に

留まる見込み

 今後、戦略的IT活用の潮流が日本でも本格

化すると、欧米事業者の先行的な知見・ノ

ウハウが優位となる可能性もあり、現状の

ままでは、日本企業のプレゼンスが低下す

る虞がある

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

円 1.2% ▲0.1%

万件 4.0% 2.2%

USD ▲9.4% ▲0.0%

万件 15.6% 2.7%

方向性

方向性

通
信

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

ARPU

携帯/PHS回線数

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

不変

グローバルプレゼンスの方向性

国内

グローバル

携帯/PHS回線数

ARPU（米、欧、ASEAN、中国
の加入者加重平均後）

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

→
（ 不変）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 5G時代に、通信インフラと

コンテンツ・サービス両方

に十分な投資を行うため

に、通信インフラのシェア

リングを導入し、効率化に

よって得られた資金で、コ

ンテンツ・サービスへの投

資をより強化する

 インフラ投資が過大になり、

コンテンツ・サービスへの

投資が進まない場合、

OTT事業者等の海外企業

がより強くなり、通信サー

ビスが土管化してしまう可

能性あり

 国内、グローバルともに回線数はIoTの伸び

もあり増加基調となるものの、ARPUは価格競

争によって下落トレンドが続くと見込まれる

 単価は低いものの、今後回線数の伸びが期

待されるIoT通信を強化することで、日本企業

のプレゼンスが高まる可能性がある

 IoT通信については、日本企業の取り組みも

注目されており、これらの取り組みが加速

するもしくは実現すれば、日本企業のプレ

ゼンスが高まる可能性はあり
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億円 1.6% 1.3%

百万USD 5.1% 5.1%

方向性

方向性

メ
デ

ィ
ア
サ
ー

ビ
ス

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 国内広告費

グローバル
グローバル広告費

（米、欧、中、ASEAN)

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 国内事業者が連携して、

フルファネルでのマーケ

ティングプラットフォームと

なるプレミアムインター

ネットメディアを早期に構

築する

 国内広告市場が想定より

も減速した場合には広告

費配分の見直しが行われ、

より一層早いタイミングで

テレビ広告市場の減少が

始まり、既存マスメディア

事業者の体力が低下する

リスクがある

 日本企業の売上のほとんどを占める国内広

告市場は緩やかな成長を続ける見込みで

あるが、グローバル市場はより高い成長を

見込める

 広告費がテレビからインターネットへシフト

するにあたり、現状の国内事業者の取組み

度合いでは、プレミアムコンテンツ確保に注

力し始めたグローバルプラットフォーマーの

シェアが高まっていくことが想定され、国内

事業者のプレゼンスは低下する恐れがある

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

百万t 0.2% ▲0.9%

千t 4.2% 0.2%

千TEU 2.1% 2.1%

方向性

方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

国内
日本発航空混載貨物（輸出）

物
流

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内トラック輸送量（年度）

グローバル 海運（主要定期船荷動量：米/欧/ア）

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

→
（ 不変）

コメント

不変

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 【陸送①】海外事業の成長実現

に向け、中心顧客である日系荷

主の維持・獲得を継続しつつ、

十分な貨物量を確保する観点か

ら非日系荷主を獲得することが

鍵であり、M&A等のインオーガ

ニック手法を用いることも重要

 【陸送②】国内事業は、労働力

不足が年々深刻化しており、足

下の業務改善とデジタルイノ

ベーションの双方を通じた生産

性向上の取組みが不可欠

 【海運①】邦船3社は定期船事業

統合によりスケールメリット追求

を活かしたコスト削減による競争

力向上を目指すも、上位の海外

船社は更なる合従連衡を進めて

おり、統合新会社には統合効果

の早期実現が求められる

 【海運②】定期船事業切り離し後

の邦船3社は事業ポートフォリオ

の見直し・成長投資分野の選択

と集中を戦略として打ち出してお

り、その巧拙が問われる。更に

は、IoT・ビッグデータ・AIの活用

も差別化要素のひとつとなること

から、各社の取組みの進展が期

待される

 【陸送】国内需要は中長期的に減少が見込

まれる中、売上の大宗を国内で計上してい

る日系物流企業が今後成長するためには、

海外需要の取り込みが必要

 【海運】世界の定期船荷動量は堅調に推移

しており、今後も世界経済の成長を背景に

荷動量は増加の見通し

 【陸送】物流事業者のグローバルベースでの

競争が高まる中、日系物流企業が今後プレ

ゼンスを維持・向上させるためには、スケー

ルメリットやバリューチェーンの拡大が期待で

きる海外M&Aは引き続き選択肢の一つ

 【海運】定期船業界では、邦船3社が定期船

事業を統合し船腹量で世界6位となる予定も、

上位船社はこの1年で更に合従連衡を進め

ており、船腹量の差は依然大きい。コスト削

減等統合効果の早期実現による競争力強化

がプレゼンス向上には不可欠
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

億kWh ▲0.5% ▲0.2%

TWh 0.8% 1.1%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

→
（ 不変）

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

電
力

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 電力総需要

グローバル 電力需要（グローバル）

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 電力・ガス事業者がグ

ローバルに発電事業に対

し投資を拡大していく上で、

国内事業と海外事業に共

通するリスクファクターが

多く存在することに着目す

べきである

 国内・グローバルで統一

的な事業ポートフォリオ管

理を行うことで、リスクを

適正に管理しつつ持続的

な成長が可能となろう

 国内の電力需要減や需給構造の変化に備

え、電力・ガス事業者は、電力需要が増加

する見通しであるグローバル市場への事業

拡大を狙う

 需要が増加する見込みであるグローバル

需要において、ASEANにおける高効率火力

及びLNGサプライチェーンへの参画がプレ

ゼンス向上の機会となる

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

十億円 0.9% 0.3%

十億円 36.6% 6.5%

十億USD 8.8% 5.5%

十億USD 2.1% 6.9%

方向性

方向性

小
売

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内

小売業販売額
（自動車・燃料小売除く）

インバウンド消費
／訪日客の買物代

グローバル
小売売上高（中国）

小売売上高（ASEAN主要6ヶ国）

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性

コメント

高位維持

向上

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下
グローバルプレゼンスの方向性

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 少子化・超高齢社会を前

提とした業態開発（ECとの

融合や地域密着、損益分

岐点引き下げ、テクノロ

ジーを活用した新たな消

費者利便性の提供など）

 需要の伸びが鈍化する中、

需要獲得競争と高齢化に

よって、店舗型小売業が

これまでメインとしてきた

出店による成長モデルが

限界に近づく

 ECプラットフォーマーの台

頭や宅内次世代AI家電の

普及など、テクノロジード

リブンでの消費者行動の

変化はリスク要因

 国内需要の伸びが見込めないなか、海外

需要の取り込みは課題

 地場企業の競争力向上やECプレーヤーの

参入など中国・ASEAN市場は競争激化

 日本企業のプレゼンスは高くない

 今後、参入市場の厳選、海外地場企業との

差別化のほか、越境ECの活用など新たなビ

ジネスモデルがなければプレゼンスはさら

に低下する恐れ

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

兆円 1.6% 0.5%

百億USD 2.0% 2.5%

方向性

方向性
停滞

緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

→
（ 緩やかな成長）

不変

低下

加
工
食
品

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 食料支出

グローバル 加工食品販売金額（小売チャネル）

向こう5年の産業競争力マップ

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 単なる高付加価値化では

なくライフスタイルの変化

を先取りした単価上昇の

努力、AI・IoTを活用した抜

本的な商品開発・製造コ

ストの低減努力が必要

 海外需要の取り込みは地

域特性に応じて注力すべ

き

 国内市場は頭打ちが近い

 安定成長する米国や急速に成長する中国・

ASEAN市場の需要取り込み加速が重要

 積極的なM&A戦略を展開する欧米企業、

グローバル大手としてのポジションを固めつ

つある中国企業、新たに勃興しつつある

ASEAN企業に対し、日本企業のプレゼンス

は低下する懸念
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（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

兆円 3.6% ▲1.1%

十億USD 7.1% 1.2%

十億EUR 1.2% 1.6%

十億人民元 7.6% 5.9%

十億USD 2.5% 4.7%

方向性

方向性

需要の成長性

コメント

→
（ 緩やかな成長）

グローバルプレゼンスの方向性

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

コメント

↓
（ 低下懸念）

不変

欧州建設投資額

中国建設業付加価値額

建
設

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内 名目建設投資額（年度）

グローバル

アメリカ建設投資額

低下

ASEAN建設業付加価値額

向こう5年の産業競争力マップ

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 国内建設需要は民間非

住宅を中心に中期的には

底堅いと想定されるが、

担い手の減少から、日本

企業は同需要を充分に取

り込めなくなる可能性があ

り、生産性向上や新たな

収益源確保に向けた取組

みを継続・加速する必要

 グローバルプレゼンス向

上には、海外における

M&Aの活用が不可欠

 特にデジタルテクノロジー

等の先端技術の導入促

進は、国内の生産性向上

のみならず、海外におい

ても、高効率・高品質な建

設生産を実現することで

グローバルな競争力強化

にも資すると思われる

 中期的には国内需要は減少となるも、グ

ローバル需要は成長を続ける

 日本の建設企業は担い手不足が深刻であ

り、本業における業容拡大は容易ではない

 欧州勢や中国勢、韓国勢がグローバルに

成長する中、日本企業のグローバルプレゼ

ンスは低下する恐れがある

（単位） 2012-2017CAGR 2017-2022CAGR

千㎡ 2.0% 0.5%

千戸 1.7% ▲4.7%

千㎡ n.a ▲0.0%

千戸 ▲1.7% 0.4%

方向性

【オフィス】

【住宅】

方向性

→
（ 緩やかな成長）

↓
（ 停滞懸念）

グローバルプレゼンスの方向性

コメント

→
（ 不変）

低下

停滞
緩やか

な成長

比較的

高成長

新設住宅着工戸数（中国・米国）

向こう5年の産業競争力マップ

不変 住宅 オフィス

不
動
産
・
住
宅

内外需要見通し 日本企業に
求められる戦略指標

国内
オフィス床需要

新設住宅着工戸数

グローバル
オフィス床需要（NY・LDN）

需要の成長性

コメント

高位維持

向上

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

需要の成長性

 オフィスビルは魅力ある

街づくりの一環としての取

組とオフィス需要を創出す

る動き、及びサテライトオ

フィスなどの新しい働き方

への対応

 住宅は新規供給に頼らな

い新たなビジネスモデル

の追及と海外市場の攻

略、が重要となる

 オフィス市場は国内三大都市が主要エリア

であるが、いずれも底堅いオフィス需要が

認められる

 住宅市場は国内が主要な事業エリアであ

り、人口が集積するエリアでは、引き続き根

強い住宅需要が認められるが、人口減少社

会では市場縮小は不可避

 「開発」や「運営」においてグローバル企業

が日本で活躍することは現時点では想定し

にくく、国内市場を主戦場とする日本企業の

プレゼンスは不変
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【図表 1-10】 産業別生産活動の推移（前年比） 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章をご参照 

見込み

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

2017-

2022

CAGR

石油 石油製品生産量                                         ▲                                        ▲                                    ×                                        ▲                                    ×0 0                                        ▲0                                        ▲                                        ▲                                        ▲
 

▲

鉄鋼 粗鋼生産量 0                                        ▲                                         ■++                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲                                        ▲0 0
 

▲

非鉄金属 銅地金生産量 0                                        ▲                                    ×+                                         ■++                                        ▲+                                        ▲0                                        ▲0 0

紙・パルプ 紙・板紙生産量 0                                        ▲                                         ■0                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲0 0                                        ▲
 

▲

化学 エチレン換算生産 0                                         ■0 0                                        ▲                                    ×+                                        ▲0                                    ×0                                        ▲
 

▲

医薬品 国内医療用医薬品　生産金額 0 0 0                                        ▲0                                        ▲                                        ▲                                    ×0                                        ▲0                                        ▲0

医療機器 国内医療機器生産金額                                         ▲0                                    ×+ + 0 0 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲0
 

▲

加工食品 加工食品生産金額 N/D 0                                        ▲0                                        ▲0 0 0 0 0 0 0 0

自動車 自動車国内生産台数 0                                        ▲                                         ■++                                         ■++                                        ▲0                                    ×                                        ▲0                                        ▲
 

×

工作機械 工作機械生産金額（生産動態統計） +                                        ▲                                         ■++ ++ 0                                         ■++ +                                         ■++ +
 

▲

ロボット 日本ロボット工業会生産額                                         ▲                                         ■                                         ■++ +                                         ■                                    ×++ ++ 0 ++ + ++

主要エレクトロニクス製品                                         ▲                                         ■                                         ■+                                         ■                                         ■                                         ■                                         ■                                         ■                                        ▲                                        ▲0
 

×

電子部品 0                                    ×                                         ■++                                         ■                                         ■+ + +                                         ■++ 0 ++

重電 原動機（原子力・火水力）・発電機・受変電機器 ++                                        ▲0                                    ×                                         ■++                                    ×0                                        ▲                                        ▲0 +
 

▲

情報サービス 情報サービス売上高 0                                        ▲                                    ×                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 0 +

ARPU                                     ×                                         ■                                    ×                                    ×                                        ▲                                        ▲                                        ▲++                                        ▲0                                        ▲                                        ▲0

携帯/PHS回線数 + 0 0 + + + + + 0 0 0 0 +

メディアサービス 国内広告費 0                                        ▲                                         ■                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 0 0

国内トラック輸送量（年度）                                         ▲                                        ▲                                    ×0                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲
 

▲

日本発航空混載貨物（輸出）                                         ▲                                         ■                                         ■++                                    ×                                    ×                                    ×++ 0 0 ++ 0
 

▲

電力 電力総需要 0 0                                    ×+                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲0                                        ▲0
 

▲

小売業販売額 0 0                                        ▲0 0                                        ▲0 0 0 0 0 0 0

インバウンド消費／訪日客の買物代 N/D N/D N/D N/D N/D ++ ++ ++ ++                                        ▲++ + ++

建設 名目建設投資額（年度）                                     ×0                                         ■                                        ▲0 0 ++                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲
 

▲

オフィス床需要 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 0 0 0

新設住宅着工戸数                                          ■0                                         ■0 0 + ++                                    ×0 +                                        ▲                                        ▲
 

■

指標

予想

エレクトロニクス

実績

業種

製
造
業

小売

不動産・住宅

通信

物流

非
製
造
業

++ 前年同期比+10%以上 前年同期比▲5%～0%

+ 前年同期比+5%～+10% 前年同期比▲10%～▲5%

前年同期比 0%～+5% 前年同期比▲10%以下
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